事業報告書様式例
（全組合共通、ただし、非出資商工組合では該当しない箇所は削除）
　事業報告書に記載しなければならない事項は法規則に規定されており、この規定にしたがって作成しなければなりません。なお、該当しないものは記載する必要はなく、逆に組合として記載すべきと考えられる事項を追加することは差し支えありません。
＜事業報告書様式例＞
福島県○×△協同組合
令　和　○○　年　度　事　業　報　告　書
自　令和○○年○○月○○日
至　令和○○年○○月○○日
Ⅰ 事業活動の概況に関する事項
　１．事業年度（末日）における主要な事業内容・当該事業年度における事業の経過及びその成果
　　（１）　組合及び組合員をめぐる経済・経営状況
＊組合及び組合員をめぐる経済・経営状況、当該事業年度における主要な事業の内容・経過及び成果を記載する。
　　（２）　共同事業の実施状況
① 共同購買事業
　　　 ② ○○事業
＊当該事業年度における実施した事業内容と経過の概要、事業の成果を記載する。
　２．増資及び資金の借入れその他の資金調達の状況
　　　　　　　　　　　　　　eq \o\ad(資金実績表,　　　　　　　　 )
	資金運用実績
	
	資金調達実績

	１ 固定資産投資　　　　  　 ×××
２ 長期借入金返済　　　  　 ×××
３ 出資・利用分量配当金 　　 　××
４ ○○○                ×××
５ 差引運転資金の増減 　 　 ×××
	
	１ 増  資　　　　　　　　　 　　×××
２ 長期借入金　　　　　　　 　　×××
３ 当期純利益（純損失）金額  　　　××
４ 減価償却費                   ×××
５ ○○○　　　　　　　 　 　×××

	資金運用合計　　　　　   ××××
	
	資金調達合計　　　　　    ××××


＊経常的な資金調達ではない、重要な増資及び資金借入があった場合に記載する。なお、記載することがない場合には、「該当なし」で、本項目を記載する。
＊資金運用合計と資金調達合計は、同じ値となることに注意し記載する。
　３．設備投資の状況
　①組合会館・組合事務所　　各○箇所
　②工場・倉庫　　　　　　　各○箇所
　③駐車場　　　　　　　 　各○箇所
＊当該事業年度中において重要な設備投資を実施した場合に記載する、なお、記載することがない場合には、「該当なし」で、本項目を記載する。
　４．業務提携等重要事項の概要
　　（１）技術提携等の主な相手先
　　　　　福島県○○市○○　　株式会社○○○
　　（２）子会社に関する会社の状況
　　　　　○○株式会社
　　　　　資本金　5,000万円　　当組合の出資比率　80％
　　　　　業務内容：○○製品の販売
　　（３）・・・
＊当該事業年度において業務上の提携、子会社にする会社の株式又は持分の取得、事業全部又は譲受け・合併・その他の組織再編成があった場合にその状況を記載する。なお、記載することがない場合には、「該当なし」で、本項目を記載する。
　５．直前３事業年度の財産及び損益の状況　
	項　目
	前 年 度
	前 々 年 度
	前々々年度

	資産合計
純資産合計
収入合計
当期純利益金額
	       ×××
      　 ××
 　　　×××　　　　　×
	       ×××　　　　 ××
　　　 ×××
    　　　×
	      　×××　　　　 ××
     　×××
   　　　×


＊「収入の部」については、事業収入、賦課金収入およびその他の収入を記載する。
※事業報告書に記載の事業年度より前年度の財産および損益の状況を記載してください。
　６．対処すべき重要な事項・組合の現況に関する重要な事項
　　 組合の主要取引先○○商店㈱が令和○○年○○月○○日倒産により、売掛金○○万円未回収
＊組合が対処すべき課題等、組合の現状に関する状況の中で重要な事項がある場合に記載する。なお、記載することがない場合には、「該当なし」で、本項目を記載する。
Ⅱ  運営組織の状況に関する事項
　１．総会の開催状況（※当該事業年度中に開催した総会の状況を記載する。）
　　（１）第○期通常総会（総代会）
　　　 開催日時　令和○○年○○月○○日　午前・午後○時
　　　 出席組合員（総代）数　本人出席○人、委任状出席○人、書面出席○人
　　　 出席理事・監事数　出席理事○人、出席監事○人
　　　 議案及び議決の内容
　　　　第１号議案　令和○○年度事業報告書、財産目録、貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分　　　　　　　　　　案（又は損失処理案）承認の件　　 　　　　　　　　 　 　（原案どおり承認）
　　　　第２号議案　令和○○年度事業計画、収支予算決定の件　　　　 　　　（原案どおり承認）
　　　　第３号議案　令和○○年度組合借入金残高の最高限度決定の件　　　 　（原案どおり承認）
　　　　第４号議案　取引先金融機関決定の件　　　　　　　　　　　　　　　 （原案どおり承認）
　　　　第５号議案　令和○○年度１組合員に対する貸付金残高（債務保証を含む。）の最高限度決定　　　　　　　　 の件                                                   （原案どおり承認）
　　　　第６号議案　令和○○年度組合員より徴する賦課金の賦課及び徴収方法決定の件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（原案どおり承認）
　　　　第７号議案　役員報酬決定の件　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（原案どおり承認）
　　　　第８号議案  役員選挙の件　　　　　　　 （指名推選制により理事○人、監事○人を決定）
　
　　（２）臨時総会（総代会）　
　　　 開催日時　令和○○年○○月○○日　午前・午後○○時
　　　 出席組合員（総代）数　本人出席○人、委任状出席○人、書面出席○人
　　　 出席理事・監事数　出席理事○人、出席監事○人
　　　 議案及び議決の内容
　　　　第１号議案　定款一部変更の件　　　　　　　　　　　　　　　　　　（原案どおり承認）
　　　　第２号議案　定款変更認可申請における字句の一部修正委任の件　　　　（原案どおり承認）
　２．理事会の開催状況
	開 催
回 数
	開 催 年 月 日
及 び 場 所
	出 席
者 数
	議　　　案

	議決の
結 果

	１

	○○年○○月○○日
「　　　　　　」
	 　人
	１．・・・・・　　　　　　　　　　　
２．・・・・・　　　　　　　　　　　
	可 決
否 決

	２

	
	 　
　　人
	
	

	３

	
	　　人
	
	


　３．委員会（部会）の開催状況
	開 催
回 数
	開 催 年 月 日
及 び 場 所
	出 席
者 数
	議　　　　　案


	１

	○○年○○月○○日
「　　　　　　」
	 　人
	１．・・・・・　　　　　　　　　　　　　　　
２．・・・・・　　　　　　　　　　　  　　　

	２

	
	 　人
	

	３

	
	 　人
	


　４．組合員数及び出資口数の増減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(出資１口の金額○○円)
	
	前年度末
	増　加
	減　少
	本年度末

	組合員数
	名
	名
	名
	名


	出資口数
	口
	口
	口
	口

	出資総額
	円
	円
	円
	円


　５．役員に関する事項
　　（１）役員の氏名及び職制上の地位及び担当
	地　位
	氏　名
	担　当

	理　事　長
	○　　○　　○　　○
	

	副 理 事 長
	○　　○　　○　　○
	事 業 担 当

	専 務 理 事
	○　　○　　○　　○
	会 計 担 当

	理　　　事
	○　　○　　○　　○
	渉 外 担 当

	理　　　事
	○　　○　　○　　○
	

	監　　　事
	○　　○　　○　　○
	


    （２）兼務役員についての重要な事実
	地　位
	氏　名
	兼務役員の状況（会社名と役職）

	
	
	

	
	
	


＊組合の役員が外部会社等における役職に就いている場合記載する。ただし員内役員については、組合員企業における役職、連合会にあっては会員組合における役職、所属員企業における役職を除く。なお、記載することがない場合には、「該当なし」で、本項目を記載する。
  　（３）辞任した役員の氏名及び理由
	地　位
	氏　名
	退任月日・退任事由

	専 務 理 事

	　　○　○　○　○

	令和○○年○○月○○日
（健康上の理由で執務継続が困難）


　６．職員の状況及び業務運営組織図
  　（１）職員の状況
	
	前期末
	当期増加
	当期減少
	当期末

	人 数
平均勤続年数
	５　　　
10年　　
	３　　　 

	２　　　

	６
９年


　
　（２）組織図
    　①基本形態
[image: image1.wmf] 
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      ②専務理事や常務理事が選任されている場合
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    　③副理事長や理事が業務を分担している場合
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    （３）組合と協力関係にある組合員が構成する組織の概要
	組織の名称
	組織の目的と活動（事業）概要

	○○協力会

	取引先が同じ同業種による協力社交流会



＊組合と協力関係にある組織で、組合員が構成する組織の概要を記載する。なお、記載することがない場合には、「該当なし」で、本項目を記載する。
  ７．施設の設置状況
	施設の名称
	施設の概要
	所在地

	主たる事務所
	△△△
	福島県○○市○○１－２  　

	従たる事務所
	○○○
	福島県××市××３－４　  

	工場、 倉庫
	×××
	福島県○○市○○１－２ 　 


　８．重要な子会社（子会社、関連会社）の状況
　　（１）子 会 社
　　　商　号：○○株式会社
　　　代表者名：代表取締役　○○○○
　　　所在地：福島県○○市○○４－２
　　　資本金額：○○○万円
　　　議決権比率：80％
　　　主な事業：○○の販売
　　（２）関連会社
       商　号：△△株式会社
　　　 代表者名：代表取締役　△△△△
　　　 所在地：福島県△△市△△７－４
　　　 資本金額：△△△万円
　　　 議決権比率：20％
　　　 主な事業：△△の加工
＊記載する重要な子会社等がない場合には、「該当なし」で、本項目を記載する。
　９．組合の運営組織の状況に関する重要な事項
　　（１）届出事項
　　　 令和○○年○○月○○日　税務申告　　　　　　　　（○○税務署、○○県税務事務所他）
       令和○○年○○月○○日　決算関係書類及び役員変更届　　（所管行政庁、福島県中央会）
    （２）定款変更認可事項
　　　 令和○○年○○月○○日　第○条（○○○○）福島県より認可　　　　　　　　　　　　　 
    （３）変更登記事項
　　　 令和○○年○○月○○日　代表理事○○○○令和○年○月○日就任の登記　（福島法務局）
　　　 令和○○年○○月○○日　出資総口数及び払込済出資総額　　　　　　　　（福島法務局）
    （４）官公需適格組合証明
　　　 令和○○年○○月○○日　取得（更新）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　 令和○○年○○月○○日　中間書類提出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊従来の事業報告書で一般事項として記載されていた、組合関係の定款変更認可事項、登記変更事項、一般的庶務事項について記載を本項目にする。
Ⅲ　その他組合の状況に関する重要な事項
　 １．組合員××は令和××年××月××日、手形交換所の取引停止処分を受け営業を停止。組合に　　おいては、売掛金××円、貸付金××円を有している。
　 ２．本組合は令和○○年○○月○○日を目途に、株式会社への組織変更を進めている。
<中協法施行規則第111条、112条より抜粋>
事業報告書の記載事項
○組合の事業活動の概況に関する事項
　１　当該事象年度の末日における主要な業務内容
　２　当該事業年度における事業の経過及びその成果
　３　当該事業年度における次に掲げる事項についての状況（重要なものに限る。）
イ　増資及び資金の借入れその他の資金調達（共済事業を行う組合については、共済掛金として受　け入れたものを除く。）
    ロ　組合が所有する施設の建設又は改修その他の設備投資
ハ　他の法人との業務上の提携
ニ　他の会社を子会社とすることとなる場合における当該他の会社の株式又は持分の取得又は処分ホ　事業の全部又は一部の譲渡又は譲受け、合併（当該合併後当該組合が存続するものに限る。）　その他の組織の再編成
　４　直前３事業年度（当該事業年度の末日において３事業年度が終了していない組合にあっては、成立　　後の各事業年度）の財産及び損益の状況
　５　対処すべき重要な課題
　６　前各号に掲げるもののほか、当該組合の現況に関する重要な事項
○組合の運営組織の状況に関する事項
　１　前事業年度における総会の開催状況に関する次に掲げる事項
　　イ　開催日時
　　ロ　出席した組合員（又は総代）の数
　　ハ　重要な事項の議決状況
　２　組合員に関する次に掲げる事項
　　イ　組合員の数及びその増減
　　ロ　組合員の出資口数及びその増減
　３　役員（直前の通常総会の日の翌日以降に在任していたものであって、当該事業年度の末日までに　　退任した者を含む。以下この条において同じ。）に関する次に掲げる事項
　　イ　役員の氏名
　　ロ　役員の当該組合における職制上の地位及び担当
　　ハ　役員がほかの法人等の代表者その他これに類する者であるときは、その重要な事実
　　ニ　当該事業年度中に辞任した役員があるときは、次に掲げる事項
　　　（１）当該役員の氏名
　　　（２）法第36条の３第３項において準用する会社法第345条第１項の意見があったときは、その意見　　　　の内容
　　　（３）法第36条の３第３項において準用する会社法第345条第２項の理由があるときは、その理由
　４　職員の数及び増減その他の職員の状況
　５　業務運営の組織に関する次に掲げる事項
　　イ　当該組合の内部組織の構成を示す構成図（事業年度の末日後に変更があつた場合には、当該　　　変更事項を反映させたもの。
　　ロ　当該組織と緊密な協力関係にある組合員が構成する組織がある場合には、その主要なものの概要
　６　施設の設置状況に関する次に掲げる事項
　　イ　主たる事務所、従たる事務所及び組合が所有する施設の種類ごとの主要な施設の名称及び所在地
　７　子会社の状況に関する次に掲げる事項
　　　イ　子会社の区分ごとの重要な子会社の商号又は名称、代表者の所在地
　　　ロ　イに掲げるもののほか、当該組合の保有する議決権の比率及び主要な事業内容その他の子会社の概況
８　前各号に掲げるもののほか、当該組合の運営組織の状況に関する重要な事項　　

